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　ともに100年以上の歴史を持つ太陽
生命、大同生命の2社が、それぞれ個人
および法人営業の強みを生かすべく、全
面的な業務提携を発表したのは1999
年のことである。その後、関連会社の合
併・統合を進めながらT&D保険グループ
としての事業を展開。2004年にはT&D
ホールディングス設立とともに、主要企
業である太陽生命、大同生命、T&Dフィ
ナンシャル生命を子会社化し、グループ
として新たな歴史を刻み始めた。その後

もさらに子会社を増やし、現在ではT&D
ホールディングスの傘下に、保険および
保険関連事業7社、資産運用関連事業7
社、総務・事務代行関連事業4社の、計
19社を擁する一大グループに発展して
いる。
　その間、2006年には分散していたリ
ソースの共有によるグループ各社の連携
強化と業務の効率化を目指し、浜松町に
完成した新築ビルをほぼ１棟借りして本
社機能を集約させた。具体的には、会議
室やサーバー室の共同利用、統一什器の
一括導入、ビル保全の一元管理、秘書機
能の統合などである。「本社機能の統合
により、グループとしての一体感が各社
に浸透したことは実感できました。しかし
その一方、スペースの問題で、主要企業
の１つであるT&Dフィナンシャル生命の
本社機能を一拠点にまとめることができ
ず、一部で非効率さを残すこととなりまし
た。また、各社で組織変更を重ねるにつ
れて手狭になり、リフレッシュコーナーな
どが執務室に変わり、フリーなコミュニ
ケーションが取りづらいレイアウトになる
といった課題が出てきたのです」そう語
るのはT&Dホールディングスの総務部
課長である加藤洋一氏だ。まさに、長期
的な観点から見ればフレキシビリティに
乏しい、１棟借りのデメリットが顕在化し
たケースと言える。
　そのため、社内では次第に、「社会の
ニーズ変化に素早く対応し、新しいソ
リューションを創造する力の強化がグ
ループとしての競争力を左右する。その
ためには迅速な意思決定ができる、フレ
キシブルな情報交換が可能な環境づくり
が必要不可欠だ」という認識が高まって
いった。そのため2014年4月、T&D
ホールディングスの総務部担当役員を座
長とした「グループ本社検討プロジェク
ト」が組成され、グループ各社が参画する
形で、新しいワークプレイスの構築に向
けた準備が開始された。
　グループの再生を図るための新たな
ワークプレイスの構築には、最新のオ
フィスビルへの本社機能の移転が、大き
なトリガーになる。折しも、かつて大同生
命が居を構えていた日本橋のビルが、再
開発により「東京日本橋タワー」として

2015年4月に竣工する計画が進んで
いた。日本橋といえば、グループの中核
をなす太陽生命と大同生命の両社にとっ
てゆかりの地である。そこに誕生する大
型新築ビルなら、グループの新たな船出
にとって、これ以上ふさわしい拠点はな
い。同ビルへの移転という機運が一気に
高まったことは想像に難くないだろう。

　こうしてプロジェクトチームが本格的
にスタートした。今回の移転に関しては、
地権者として入居できるスペースを長期
的に有効活用するために、T&Dホール
ディングス、太陽生命、大同生命の3社の
本社機能を移転することとした。主要企
業であるT&Dフィナンシャル生命につい
ては、これまで分散していた本社機能を
別の新たなビルに集約して、社内の効率
化を図ることを優先。結果的にグループ
の拠点が分かれることになるが、最新の
ICTを導入し、有効活用することでカバー
できるとの考えがあっての決定だった。
そのため、メインである「グループ本社検
討プロジェクト」のメンバーは、座長をは
じめとしてT&Dホールディングス、太陽
生命、大同生命の関連部門の部課長クラ
スを中心に構成された。それでも総勢は
30名を超え、月1～2回のペースで行わ
れた全体会議は、移転までに30数回実
施されたと言う。
　このプロジェクトチームの傘下に、プロ
ジェクト全体の進捗をコントロールする
プロジェクトコントロールミーティング、
設計工事を統括するデザインコントロー
ルミーティングを設け、グループを横断
する取り組みの足並みをそろえた。さら
に、特定の課題を集中して解決するため
に、システム、危機事態対応、広報、引越
の各ワーキンググループを設置し、グ
ループの連携の円滑化を図るという体
制が確立された。
　また、2006年の移転の経験から、専
門家のノウハウの必要性を認識してお
り、スタート当初から外部プロジェクトマ
ネジメント（PM）をCBREに委託した。そ
の際、CBREがまず実施したのが「ワーク
プレイスストラテジー」という手法であ

原点回帰でさらなる業務効率の改善を目指した、
グループゆかりの地への本社機能移転。

T&D保険グループ

太陽生命と大同生命を中核に据えるT&D保険グルー
プは、組成後間もない2006年に、グループ経営の効
率化を目指し、本社機能を集約した。そしておよそ10
年後の2016年1月、再びグループの本社移転を実施
した。10年の間にどのような課題が発生し、そして、
いかなる解決策を求めての新拠点構築だったのか。
その経過をたどってみる。

グループの競争力強化を目的に
本社機能の再移転を決意

各社の意識の共有を図るべく
当初から外部ＰＭを導入
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る。組織の集合体であるグループ各社
が、成功のためにあるべきワークプレイ
スのイメージを共有する必要があったか
らだ。そのためにインタビューやアン
ケートに基づいたコンセプトづくりが必
要不可欠なのである。
　こうして導き出されたコンセプトは「社
会のニーズ変化に素早く対応し、新しい
ソリューションの創造を促すワークプレ
イス」。これを基に、「環境改善」「ペー
パーレス」「働き方・意識の改革」といっ
た、移転を成功につなげるキーワードを
抽出していった。「今回の本社移転は、引
越して気分が変わればそれでいい、と
いった安易なものではありません。です
から意識改革を進める上でも、共通認識
を持つことが重要でした。幸い、各社の社
長が率先して推進していったため、全社
的な周知にも時間はかかりませんでし
た」（同氏）。

　具体的な取り組みとしてまず挙げられ
るのがペーパーレス化だ。紙ベースの文
書の削減は、引越費用や移転後のスペー
スの削減ばかりでなく、「働き方を変え
る」上でも重要なポイントになる。そこ
で、引越以前から文書量を減らした業務
の進め方を体験できるよう、これまで1人
が2台使っていた机袖の個人ワゴンを一
律1台に減らした。さらに、PDF化や不要

な文書の廃棄、外部倉庫への移管によ
り、全体量を7割削減することに成功した
のだ。これに伴い、新オフィスのキャビ
ネットスペースも半分程度に抑えること
ができた。加えて、移転後の複合機はオ
ンデマンド型を導入し無駄な印刷を抑制
するようにした。これにより、コピー機とし
ての使用枚数は以前と比べて半減し、プ
リンターとしての使用枚数も以前の3割
にまで削減することに成功している。　
　また、以前のビルには30室あった共同
会議室を20室に抑え、有効に活用でき
るよう予約システムを新たに構築。予約
後10分を経過しても入室しない場合は
自動的にキャンセルされるが、そのかわ
りに空いている会議室は、ドア前のパネ
ルを操作すればその場で予約ができる。
さらに会議室エリアの入口には、会議室
の予約状況が一覧できるデジタルサイ
ネージを設置して利便性を高めている。
会議室を減らした分、執務室内の随所
に、いつでも気軽に打ち合わせができる
フリーのコラボレーション・スペースを用
意している。最新のICTを導入し、無線
LANを張り巡らせた社内は、ノートパソ
コンを持ち込めば、いつでもどこでもす
べての情報を取り出せるため、情報連
携・意思決定のスピードを高めることが
できる。さらに、会議室やコラボレーショ
ン・スペースにはディスプレイやホワイト
ボードを備え、壁のどこにでもアイデアを
書き出せるようにしている。こうした、時

間やスペースの無駄を排除したオフィス
における新しいワークプレイスで、働き
方を変えるというイメージを共有するた
めに、説明会を実施したり、ドラマ仕立て
のDVDを制作・配布して、意識改革が促
進されるように努めたという。
　「当グループは、風土や文化はもちろ
ん、ビジネスモデルを異にする、独立した
企業で構成されており、決裁も個別に行
われます。そのため、1つの手法を押し付
けるよりも、コアな部分のみを統一し、細
部については各社が独自に判断できるよ
うに自由度も持たせました。これにより、
グループ内の調整に時間を取られて各
社での準備が遅れるということが起きず
に済んだと思います。幸い、当初からコン
セプトを共有していたため、設備やレイア
ウトを含め、おおむね同じレベルの環境
を整えることができました」（同氏）。

　コンセプトを明確にし、各社が情報を
共有しながら、それぞれの役割に応じた
部会やワーキンググループを確立したこ
とで、周到な準備をすることができたの
だろう。移転に際して課題となりやすい
要素も、大きな障害なくクリアできた。
　例えばスケジュール管理では、マス
タースケジュールのほか、引越などの個
別のスケジュールについてもグループで
共有し、問題の兆しが見えた段階で早期
に対応をしたため、大きな問題に発展す
ることはなかった。コスト面も、見通しを
更新して、常に情報を共有していた。
　さらに移転後のビルの運用をスムーズ
に行うため、入居予定のほぼ1年前から、
各社の総務部門を集めて「新ビル運用検
討会」を設けた。そして、ビルの防災セン
ターと密に協議を重ね、駐車場、エレベー
タ、セキュリティーカード、空調、照明など
の運用についてのルールを決め周知徹
底するなど、混乱を最低限にとどめるよう

に配慮したという。実際の引越に際して
は、会社ごとに日程が異なるため、先行し
た会社の経験を後の会社の実施に反映
できるよう情報の共有が図られた。
　引越において、特に顧客の個人情報の
紛失は絶対に避けなければならないポイ
ントの１つ。そのため、梱包には１つ１つ
バーコードが貼られ、社員立ち会いのも
と、オフィスとビルからの搬出で2回、搬入
においてもビルとオフィスの2回のチェッ
クを行いながら搬送するという入念な対
策が施された。口で言うことは簡単だが、
これは並大抵の作業ではないだろう。
　「入念な準備と情報共有、細心の注意
が功を奏して、移転は無事に終了しまし
た。言うまでもなく、本社移転は業務改革
の大きなチャンスです。まだ、移転からわ
ずかな時間ですが、おかげさまで、働き
やすくなったと好評です。生産性も向上
しているようです。グループゆかりの地に
戻り、これから腰を据えて、お客様により
良いサービスが提供できる体制づくりに
励むつもりです」そう語る加藤氏の表情
は、自信にあふれていた。

企 業 名

拠点部門
所 在 地
施 設
移転時期
ＣＢＲＥ業務

： 株式会社T&Dホールディングス
  太陽生命保険株式会社
  大同生命保険株式会社
： 本社、東京本社（大同生命）
： 東京都中央区日本橋2丁目7番1号
： 東京日本橋タワー
： 2016年1月
： プロジェクトマネジメント
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無駄を徹底的に省くことで
創造性に富んだ執務環境を実現

周到な準備が成功をもたらす
新拠点での生産性も向上
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